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The effect of spatial density on behaviors and communications: 
The case of a nonterritorial office move 

 

Nobuyuki Inamizu 

 

Recently, nonterritorial offices, where no one has their own desk and no visible partitions exist, 

have considerable attention. In nonterrtiorial offices, it has been considered that the two patterns of 

behaviors and communications are observed. First, nonterritorial offices encourage employees to 

move about and to change the discussion partners. Second, they encourage project members to get 

together and to interact well with the members. These two patterns are indispensable for achieving 

good results. This study takes up the case of office move of a venture firm, and shows that spatial 

density plays an essential role for balancing the two patterns.  

 

nonterritorial office; spatial density; communication 

 

壁・パーティションをなくし、個人席を共有化したノンテリトリアル・オフィスが注目を集めている。この

オフィスが効果を発揮するには、「あちこち動き回り、様々な人とコミュニケーションすること」、「仕事

が関連するメンバー同士で集まり、密なやりとりをすること」の2つのバランスをとらなければならない。

そのためには「適切な空間密度」が必要だということが、本研究におけるオフィス移転のケースから

明らかとなった。 

 

ノンテリトリアル・オフィス、空間密度、コミュニケーション  
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1．はじめに 

 1970 年代に、研究開発組織のコミュニケーション研究で著名なThomas J. Allenによっ

て提唱されたノンテリトリアル・オフィス（nonterritorial office）は、90 年代に入ってか

ら、新しいオフィスのあり方として再び脚光を浴びている 1。ノンテリトリアル・オフ

ィスとは、文字通り解釈すれば「領域のない」オフィスであり、壁やパーティションが

なく（オープン化）、固定された席も用意されていない（自由席化）オフィスのことで

ある（Allen and Gerstberger, 1973; Allen, 1977）。 
 このノンテリトリアル・オフィスでは 2 つの相反する行動・コミュニケーションのパ

ターンが観察されると指摘されてきた。一つは「あちこち動き回り、様々な人とコミュ

ニケーションすること」（Allen and Gerstberger, 1973）であり、もう一つは「仕事で関連

するメンバー同士が集まり、そのグループ内で密なやりとりをすること」（Sims, Joroff, 
and Becker, 1998）である。前者では意図せざるコミュニケーションが、後者では意図し

たコミュニケーションが活発に行われていると言える。野中・梅本（2001）は、ノンテ

リトリアル・オフィスはどちらのパターンも促進しうるし、知識創造のためにはどちら

                                                      
1 具体的な導入事例は「先進オフィス大研究」（『オフィスマーケット』2005 年 6 月号）を参照

のこと。 
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のパターンも重要だと示唆している。 
 しかし、同じノンテリトリアル形態のオフィスでありながら、なぜ 2 つの相反する行

動・コミュニケーションのパターンが観察されるのだろうか。2 つのパターンどちらも

が重要だというのであれば、これらのバランスをとるには具体的にどうすればいいのだ

ろうか。この疑問に一つの解答を提供してくれる事例を本研究では取り上げる。 
 本研究の事例は、急成長していたベンチャー企業（以下 X 社）のノンテリトリアル・

オフィスとその移転を扱ったものである。当初、オフィスの大きさに比して X 社の従

業員数は適度であった。そのため、従業員は自由に席を変えながら様々な人とコミュニ

ケーションをとり、プロジェクトを受注すると関連するメンバーが三々五々集まっては

柔軟に対応していた（第 1 フェーズ）。しかし、会社の急成長に伴って従業員数が急増

し、オフィスが手狭となってしまった。結果、席を変えようにも変えることはできず、

関連メンバー同士でコミュニケーションをしようにもできない状況になってしまった

（第 2 フェーズ）。そこで、X 社は大きなオフィスに移転することになる。しかし、従

業員たちは、同じプロジェクトの者同士で集まって凝集的なグループを形成し、あちこ

ち動き回ることもしなければ、グループを越えたコミュニケーションもあまりしなくな

ってしまった（第 3 フェーズ）。 
この事例が示すように、オフィス空間の密度（単位面積当たりの従業員数）が従業員

の行動・コミュニケーションのパターンを大きく変えると考えられる。既存のオフィス

研究も空間密度の影響を指摘してきたが、オープン化されたオフィスに関する研究がほ

とんどであり（稲水, 近刊）、自由席化まで達成されたオフィスに関するものは見あた

らない。また、オフィス空間の密度はマネジメントしやすい変数だと考えられるので、

実務的に示唆するところも大きいだろう。最後にこれらの点について議論をする。 
 

2．ノンテリトリアル・オフィスと行動・コミュニケーションのパターン 

2.1 Allen and Gerstberger（1973）のノンテリトリアル・オフィス実験 

 近年、にわかに注目を集めてきたかに見えるノンテリトリアル・オフィスだが、意外

にもその起源は古く70年代初頭にまでさかのぼる。このオフィスの提唱者は研究開発組

織のコミュニケーション研究で著名なThomas J. Allenである。彼は、Allen and Gerstberger 
(1973)において、オフィスをノンテリトリアル化（オープン化かつ自由席化）する実験

を行い、行動・コミュニケーションの変化を報告している2。まずはその内容から見て

いこう。 
 Allen and Gerstberger（1973）は、1970年6月から71年4月にかけて、ある大企業の生産

技術部門でオフィス・レイアウトを変更する実験を行った。その生産技術部門の従業員

数は十数名であり、彼らの日常業務は様々な同僚とのコミュニケーションによって新た

な問題を解決することだった。この生産技術部門の実験前のオフィスは1から2名が占有

                                                      
2 Allen and Gerstberger（1973）は Allen（1977）の第 9 章に再録されている。 
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する個室に区切られていたが、そのオフィスの壁はすべて取り払われ、専用席もすべて

共有スペースへと変更された。 
 この実験において、着席位置が調査されたところ、従業員たちが一日を通してかなり

動き回ることが明らかとなった。このことは、特定の場所に陣取って縄張りを主張する

者がいなかったことを示唆していた。また、各人が誰とどのくらいのコミュニケーショ

ンを行ったかについても調べられた。その結果、変更前では一日当たり8.04回、3.56人
と各人がコミュニケーションを行っていたのだが、変更後には一日当たり11.82回、6.30
人にそれぞれ増加していた。このことは、コミュニケーションのネットワークが組織全

体に広がり、活発なやりとりが行われるようになったことを示唆していた。 
 このようなAllen and Gerstberger（1973）の結果についてSundstrom and Sundstrom（1986）
は次のような解釈をしている。「この知見（著者注：先述のAllen and Gerstberger（1973）
の結果）の最もうまい説明は、各人の周囲の人がいつも変わり、人々が多数の隣人、と

りわけこれまでよく知らなかった人々と話す傾向があるというものである（Sundstrom 
and Sundstrom, 1986, p.268; 邦訳, p.285）」。 
 つまり、Allen and Gerstberger（1973）のオフィス実験では、従業員たちはあちこち動

き回り、様々な人とコミュニケーションをしていたのである。 
 

2.2 シャイアット/デイ社のノンテリトリアル・オフィス 

 Allen and Gerstberger（1973）は実験であり、ノンテリトリアル・オフィスが実際の企

業に導入され始めるのは 80 年代に入ってからである。1980 年代初頭のDECフィンラン

ドがその最初の事例とされ、80 年代後半以降に続々と導入される 3。その中で最も有名

な事例の一つが大手広告代理店のシャイアット/デイ（Chiat/Day）社である。 
 1993 年、シャイアット/デイ社は、ニューヨークとロサンゼルスのオフィスをノンテ

リトリアル化した。当時の会長だったジェイ・シャイアットによれば、いつでもどこで

も働けるようにし、社員を活性化させるのが目的だったという（Zelinsky, 1998）。しか

し、Sims et al.（1998）によれば、ロサンゼルス・オフィスでは、各人が、自分たちの

プロジェクト・ルームに近い共有スペースを事実上占拠し、自分たちのプロジェクト・

ルームの周辺は動き回るが、フロア全体や違う階にまで足を伸ばすことは稀であった。

その結果、自分のプロジェクト外、ビジネス・ユニット外の人とのコミュニケーション

が極端に少なかったのだった。 
 このように、シャイアット/デイ社のロサンゼルス・オフィスでは、Allen and Gerstberger
（1973）と違い、従業員たちはプロジェクト・メンバー同士で集まって互いに密なやり

とりをしていたと考えられる。 
 

                                                      
3 例えば、1987 年のアンダーセン・コンサルティング社、アーンスト・アンド・ヤング社など

が挙げられる（Becker and Steele, 1995）。 
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2.3 NTT 東日本のノンテリトリアル・オフィス 

日本においても 80 年代末から「フリーアドレス」の名でノンテリトリアル・オフィ

スが導入され始めた。当初はファシリティ・コストの削減に主眼が置かれていたが（『労

政時報』, 1996； 『人事マネジメント』, 1996）、90 年代後半以降は問題解決や知識創

造の点から注目を集めている（e.g., 金澤, 2001; 野中・梅本, 2001; 妹尾, 2004; 鯨井編, 
2005）。例えば、野中・梅本（2001）は、NTT 東日本法人営業本部のオフィス改革を事

例に、ノンテリトリアル・オフィスを知識創造の場として紹介している。野中らによれ

ば、NTT 東日本法人営業本部では、（1）プロジェクト・チームの素早い編成やプロジ

ェクト・メンバー間のスキルの共有、（2）隣の席に偶然座ることによる思いがけない出

会いの促進という目的からオフィスのノンテリトリアル化が実施されたという。自由席

だと、たとえ違う部署の人であっても、同じプロジェクトのメンバー同士は空いている

席やスペースを見つけてすぐに集まれる。また、固定席だと周囲の顔ぶれは変わらない

が、自由席だと隣人がいつも同じ人だとは限らない。そして、ノンテリトリアル化の結

果、個人の暗黙知を共有したり、それぞれの知識を整理・統合して新たな知識体系を構

築したりを十分にできるようになったという。 
以上の野中・梅本（2001）の指摘は、オフィスのノンテリトリアル化が、（1）あちこ

ち動き回って様々な人とコミュニケーションすることと、（2）プロジェクト・メンバー

同士で集まって密なやりとりをすることのどちらも促進しうることを示唆している。さ

らに、これら 2 つが知識創造や問題解決の促進に重要であることも示唆している。 
 

2.4 問題意識 

 これまで、Allen and Gerstberger（1973）の実験、米国のシャイアット/デイ社、日本の

NTT 東日本というように時系列で追いつつ 3 つの例を紹介した。これらの例から分か

るように、ノンテリトリアル・オフィスでは 2 つの相反する行動・コミュニケーション

のパターンが観察されると言える。1 つ目のパターンは、日頃話をしないような人たち

（異なる部署・プロジェクトに属する人たち）同士が偶然隣同士に座り、しかも席を自

由に移動するので周囲の顔ぶれが日々変わるというものである（図 1 の a）。2 つ目のパ

ターンは、仕事が関連する（e.g., 同じプロジェクトに属する）人たち同士が集まり、

密なやりとりをするというものである（図 1 の b）。自由席であれば、たとえ違う部署

の人同士であっても、何か打ち合わせをしたいときにわざわざ会議室を予約することな

く、空いた席・スペースにすぐに集まれるのである。1 つ目のパターンでは日頃話をし

ないような人たちという点で意図せざるコミュニケーションが、2 つ目のパターンでは

仕事が関連するメンバーという点で意図したコミュニケーションが重視されていると

言えるだろう。そして、これら 2 つのパターンのどちらが良い・悪いというものではな

く、どちらのプロセスも重要なのである。 
 しかし、同じノンテリトリアル形態のオフィスでありながら、なぜこのような 2 つの
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行動・コミュニケーションのパターンが見られるのだろうか。ノンテリトリアルという

形態以外の何らかの要因がこのようなパターンの違いを生じさせているのではないだ

ろうか。また、これら 2 つのパターンが重要だとしても具体的にはどうすればいいのだ

ろうか。本研究ではこの問題に 1 つの解答を与える興味深い事例を取り上げる。その事

例とはベンチャー企業 X 社のノンテリトリアル・オフィスとその移転のものである。 
 
 

【a】
A1 A3

B1 C1 C3
B1

A3 B2
C2 B2 C3 C1 A2 C2

A2 B3 A1 B3

【b】
A1 A2

A2 A3 A3 A1

C1 B1
B2 B3 C3 B2 C2 C3

B1 C2 B3 C1

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄAの
ﾒﾝﾊﾞｰの動き

※ A、B、Cの3つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがあるとする。

　 各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに3名が所属（e.g., ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄAにはA1、A2、A3）。

意図せざるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

意図したｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

違うﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾒﾝﾊﾞ-同士が
偶然隣同士。

各自が席を移動し、
周囲の顔ぶれが変わる。

同じﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾒﾝﾊﾞｰ同士が
集まる。

席をほとんど移動せず、
ｸﾞﾙｰﾌﾟ内で密なやりとり。

 
図 1： 2 つの行動・コミュニケーションのパターン 

 
 

3．ベンチャー企業 X 社のオフィス移転の事例 

3.1 ベンチャー企業 X 社の概要 

 X 社は情報通信業界のベンチャー企業である。主要な事業は携帯電話向けのシステム

やアプリケーション・プログラムの開発である。X 社には特に決まった組織図はなく、
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受注案件に応じて柔軟にプロジェクトが組まれ対応していた。 
 X 社は東京と京都にオフィスを持っていたが、本研究が対象とするのは東京オフィス

である。東京オフィスでは、役員も含めて席は決まっておらず自由に場所を選んで座る

ことができた。また、視線を遮るようなパーティションも設けられていなかった。 
 東京オフィスで働く従業員の 6 割程度がエンジニアであり、それ以外は営業担当と事

務スタッフとなっていた。ほとんどのエンジニアが毎日オフィスに来て、多くの時間を

オフィス内で過ごしていた。彼らは、対面のコミュニケーションを取りながらシステム

やプログラムの開発、改善に取り組んでいた。もちろん、メールその他の媒体を通じた

やりとりはなされていたが、ワンフロアの同じオフィスであればそばに行って直接話し

た方が早いということで、重要なことは対面コミュニケーションで決められていた。 
 2004 年春の段階で東京オフィスの従業員数は 30 名程度だったが、その年の 10 月ま

でに 50 名程度にまで膨れあがってしまった。この期間、X 社が急速に事業を拡大した

ためである。結果、オフィスが非常に手狭になってしまい、2004 年 11 月 1 日に新しい

ノンテリトリアル・オフィスに移転することとなった。 
 

3.2 調査概要 

 ベンチャー企業X社の事例は以下のようなアンケート調査、インタビュー調査、観察

をもとにしている。まず、オフィス移転の 2 週間前（2004 年 10 月半ば）と 3 ヶ月後（2005
年 1 月終わり）にアンケート調査を実施した。2 回のアンケート内容は全く同一のもの

で、従業員意識に関する「Yes・No」の二択形式の質問 50 項目 4と、オフィスの雰囲気

やオフィス内での行動に関する「Yes・No」の二択形式の質問 15 項目である。移転前

の調査では東京オフィスの全員（役員・非正規従業員も含む）51 名に配布し 48 名から

回答を得た。移転後の調査でも全員（役員・非正規従業員も含む）50 名に配布し 41 名

から回答を得た。回答者の約 85％が男性で、約 60％がエンジニア（それ以外は営業、

企画、総務のどれか）で、約 60％が正社員であった。この割合は東京オフィス全体の

割合とほぼ同じであった。また、移転前と移転後の調査でこれらの割合に有意な違いは

見られなかった。 
 アンケート調査は一般的な従業員意識を訊くものだったため、ここでは本研究の関心

に沿って以下の項目を抽出して用いることとした。まず、行動に関する項目として X１

と X2 の 2 つを用いることとした。これらは、関連メンバーで適宜集まれたり、あちこ

ち動き回れたりできる環境が整っているかを聞いている。 
X1： 必要に応じて、すぐに集まれるスペースが十分にある。（Yes=1; No=0） 
X2： 席を立って動きにくい。（Yes=0; No=1） 

 次に、コミュニケーションに関する項目として X3、X4、X5 の 3 つを用いることと

した。これらの項目では、他のプロジェクトの人であっても、臨機応変にコミュニケー

                                                      
4 高橋（1997）によって開発された項目によっている。 
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ションをしているかを聞いている。 
X3： 仕事上の問題や相談事は、他のグループ（課や係など）であっても相

談できる雰囲気にある。（Yes=1; No=0） 
X4： 他の人の様子が分かるので、相談や仕事を頼むタイミングが掴みやす

い。（Yes=1; No=0） 
X5： 他の人の様子が分かるので、いざというときには手伝ってあげられる。

（Yes=1; No=0） 
これら 3 項目の単純合計を「グループ間コミュニケーション」という指標としてまとめ

（クロンバックの α=0.697）、分析を行うこととした。 
 上記のアンケート調査に加え、2004 年 10 月から 2005 年 11 月にかけて、11 名に対し

てのべ 20 回のインタビューを実施した（それぞれ約 45 分から 1 時間程度）。インタビ

ュー相手には、役職で見れば役員からマネジャー（プロジェクト責任者）、一般社員に

まで、職種で見ればエンジニアから営業、総務にまで万遍なく選んだ。インタビュー内

容は、従業員意識やオフィスでの働き方などであった。このほか、2004 年 10 月から 2005
年 3 月にかけて、およそ週に 2 回ほど決められた時間にオフィスを訪れ、従業員の行動

などを観察した。 
 

3.3 第 1 フェーズ：2004 年春から夏頃までの行動・コミュニケーション 5 

X 社のノンテリトリアル・オフィスはトップダウンで決められたものだった。X 社の

代表取締役および総務担当マネジャーの話では、エンジニアにとって優しく自由な環境

作りが社是であり、創業当初（2000 年）から従業員にノート PC と携帯電話を与え、ど

こでも働ける職場づくりを目指してきたという。オフィスデザインもその一環で、固定

席やパーティションを極力廃したものにしたのだという。 
2004 年の夏頃までは、X社の従業員はオフィス内を自由に動き回り、様々な人とコミ

ュニケーションしていたようである。このときのオフィス面積は 139.50㎡であり 6、2004
年 4 月の従業員数（役員・非正規従業員を含む）がおよそ 30 名なので、1 ㎡当たりに

いる従業員数は単純計算で約 0.22 人/㎡であった。この頃は空いている席・スペースが

多く、使われている席であっても置いてあるのはノートPCぐらいだったという。その

ため、本当にどこでも自由に移動して仕事ができる感じだったそうである。2004 年 1
月に入社した方の話では、「いろいろと席を変えながら他の人のそばに行き、仕事の様

子などを覚えてください」と入社してまず言われたとのことである。 
また、X 社は創業メンバーが学生のときに起こした企業だったためか、大学のサーク

ル活動に似た雰囲気がこの頃はあったそうである。何か案件を受注すると、個々人が挙

                                                      
5 アンケート調査や観察は 2004 年 10 月になってからであるため、この時期の行動・コミュニケ

ーションについてはインタビュー時に回顧してもらいそれを記述した。 
6 この値は会議室と通路の面積を差し引いた純粋な職務スペースの面積である。 
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手で三々五々集まりプロジェクトを始める感じだったという。そして、プロジェクトご

とに柔軟に集まってはコミュニケーションを取りながら仕事していたそうである。 
 

3.4 第 2 フェーズ：2004 年 10 月における行動・コミュニケーション 

2004 年春以降、X 社は急成長を遂げることになる。その年の 10 月までに従業員数も

約 50 名にまで膨れあがる。そのため、オフィスが急速に手狭になってしまった。参考

までに、このときのオフィス面積が先述の通り 139.50 ㎡で、従業員数（役員・非正規

従業員を含む）が約 50 名なので、1 ㎡当たりの従業員数は約 0.36 人/㎡である。 
このオフィス空間の密度の上昇は従業員が自由に移動したり、コミュニケーションし

たりするのを妨げることになってしまった。表 1 にあるように、この時点の調査で「X1：
必要に応じてすぐに集まれるスペースが十分にあるか」という質問に 66％の回答者が

「No」（34％が「Yes」）と答えていた。また、「X2：席を立って動きにくいと感じるか」

という質問には 23％の回答者が「Yes」（77％が「No」）と答えていた。通常のオフィス

であれば、4 分の 1 近くの人が動きにくいと答えることはまずないだろう。 
オフィスの観察によれば、空席も机を自由に動かせるスペースもほとんどなく、オフ

ィス内を自由に移動できる状況ではなくなっていた。少し遅れて出社すると、座れる席

の選択肢が 1 つか 2 つしか残されていない有様だった。インタビューでも、「プロジェ

クト・メンバー同士で話し合いをしようとしても、オフィス内では集まれるスペースが

ないので、外のレストランにわざわざ出かけて話し合いをしている」という声が聞かれ

るほどだった。また、仮に仕事で関連するメンバー同士が集まれたとしても、「周りか

らの雑音や割込業務などのせいで落ちついて話し合いをすることはできない」という声

も聞かれた。 
 
 

表 1: 移転前後の行動・コミュニケーションの変化 

移転前の調査 
(N = 48) 

移転後の調査 
(N = 41) 

t 値  
 

平均 標準偏差 平均 標準偏差  

X1（すぐに集まれる） .34 .479 .88 .331   6.184**

X2（自由に動ける） .77 .428 .90 .300  1.748+ 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 2.60 .818 2.12 1.053  2.381* 

注）** p < 0.01, * p < 0.05, + p < 0.1 
 
 

3.5 第 3 フェーズ：2004 年 11 月以降における行動・コミュニケーション 

以上のようにオフィスが手狭となってしまったので、2004 年 11 月 1 日に新しいオフ
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ィスに X 社は移転することになる。移転後のオフィスはノンテリトリアル形態を取っ

ている点で移転前と同じだったが、オフィス面積は格段と広くなった。移転後のオフィ

ス面積は 486.30 ㎡で、移転当時の従業員数が約 50 名なので、1 ㎡当たり従業員数は約

0.10 人/㎡となった。このような格段に広いオフィスに移転したのは急成長を見越して

のことだった。 
オフィスが広くなったことはアンケート調査でも裏付けられる。表 1 にあるように、

「X1：必要に応じて集まれるスペースがあるか」という質問に「Yes」と回答した人が

34％から 88％へと大きく増加した（1％有意）。また、「X2：席を立って動きにくいか」

という質問に「No」と回答した人も 77％から 90％へと増加した（10％有意）。このよ

うに、移転後のオフィスでは、すぐに集まれるのはもちろん、あちこち動き回れる環境

が整ったと考えられた。 
ところが、移転後のオフィスでは、「あちこち動き回り、様々な人とコミュニケーシ

ョンする」という行動・コミュニケーションのパターンは影を潜めてしまった。まず、

表 1 にあるように、プロジェクト・チームの枠にとらわれないやりとりは逆に減少して

しまった。移転前の「グループ間コミュニケーション」指標の値は 2.60 だったが、移

転後の値は 2.12 へと減少した（5％有意）。 
インタビュー調査もこれを裏付けるものだった。例えば、次のような声が聞かれた。 

「オフィス移転前であれば、他のチームの仕事をする様子が目に入ったので、何か

トラブルを抱えているとすぐに分かった。また、別のチームの会話が周りにまで漏

れていたので、仕事の進捗度合いなどをそれとなく把握できていた。ところが、オ

フィス移転後は、他の人・グループが何をしているのか見えにくくなったし、何を

議論しているのかも分かりにくくなった」。 

「移転前に比べて静かになった気がする」。 

「以前のオフィスであれば、何か用事があればすぐにその人のそばまで行って話を

することができていた。しかし、新しいオフィスではその人がオフィスにいるのか

分からないまま席を立って探しに行かねばならず、結果無駄足になることもある」。 

これらの声はどれも他のチームの様子が分からず、コミュニケーションを取りづらくな

ったことを示している。 
 プロジェクト・チームを越えたやりとりが少なくなる一方で、プロジェクト・チーム

内でのコミュニケーションはしっかりと取れるようになったようである。その結果、各

プロジェクト・チーム内にある種のルールやペースが形成されていた。例えば、次のよ

うな声がインタビューで聞かれた。 
「以前は、他のプロジェクト・チームからの『ヘルプ』は割り込み仕事だとは思わ

なかった。しかし、それぞれのチームで自然と決まり事みたいなものができていて、

自分のペースで仕事をしたいと感じる人が増えてきた。そのため、『ヘルプ』を割

り込み仕事だと感じるようになった」。 
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「以前のオフィスでは、他のチームの人たちと気軽に昼食を食べに出かけていた。

しかし、移転後のオフィスでは、それぞれのチームがそれぞれのペースで仕事をす

るようになってしまった。その結果、各チームで仕事が一段落したら昼食を食べに

行くという感じになり、他のチームの人と行くことはごくまれになってしまった」。 

 各グループの凝集性が高まってくると、個々の人・グループが占有する場所も次第に

決まっていく傾向が見られた。そして、オフィス移転からしばらくすると、座席表が作

られるなど完全に固定化してしまった。その頃になると、会社のお金ではなく自分のお

金で大型の液晶モニターを購入し机の上に置く人が散見された。大型のモニターが置か

れては席を自由に移動することは難しい。このように、自分達の使い勝手のいいように

席が作り替えられるようになってしまったのである。 
 

4．ディスカッション 

4.1 X 社の事例の解釈 

 X 社の事例を見てきたように、オフィス空間の密度（単位面積当たりの従業員数）に

よって行動・コミュニケーションのパターンが大きく変わると考えられる。そこで、ど

のようなメカニズムでそのような変化が起こるのか議論することにしたい。 
X 社のフェーズ 2 のように、空間の密度が高すぎると仕事で関連するメンバー同士が

集まることは難しくなる。早い者勝ちで席が決まるとすると、必ずしもプロジェクト・

メンバー同士が隣同士で座れる保証はない。図 2a のプロジェクト A のように、「A3」
が遅れて出社したために「A1」や「A2」と離れて座らざるを得なくなるかもしれない。

そして、プロジェクト・メンバー同士で打ち合わせをしようと思っても、空いた席やス

ペースを見つけることが容易ではないので、すぐに打ち合わせを始められない（図 2a
の「A3」は「A1」や「A2」のそばに行こうとしても行けない）。結果、会議室が空く

のを待ったり、場合によってはオフィス外の飲食店に行ったりせざるを得なくなる。一

方で、席を詰めて座ることもあり、他のプロジェクトのメンバーとの接触が多くなる（例

えば図 2a の「A1」と「C2」、「A2」と「B1」など）。ただ、意図せざる接触は良い面も

あるが、意図しないだけに邪魔と感じたり、プライバシーが侵害されたと感じたりする

可能性も秘めている。そのため、意図せざる接触が多すぎると、こうした負の側面を助

長するかもしれない。図 2a の「A2」は「B1」以外にも「B2」「C1」「C2」とやりとり

することになっている。結果、仮に集まれたとしても、オフィス・スペースで集中して

会議を行うことはできなくなってしまう。 
 逆に、X 社のフェーズ 3 のように、空間の密度が低すぎると意外なことにあちこち動

き回ることをしなくなってしまう。まず、従業員たちは、プロジェクト・メンバー同士

で集まろうとする。意図したコミュニケーションをとろうとするので当然である。そし

て、先ほどと違って空いたスペースが十分にあるので集まることは十分可能である（図

2c のように、各プロジェクトに分かれて集まる）。しかし、プロジェクトごとに集まっ
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てしまったがゆえに、他のプロジェクトとの物理的な距離が広がってしまう。その結果、

他のプロジェクトのメンバーとの偶然の出会いや意図せざるコミュニケーションは生

じにくくなってしまう。そして、プロジェクト内でのコミュニケーションばかりになり、

プロジェクト内で独自のルールやペースが醸成されてしまう。 
こう考えると、2 つの行動・コミュニケーションのパターンのバランスをとるには中

程度の空間密度を達成する必要があると推測できる。本研究では直接の観察・調査はで

きなかったが、空間密度が中程度であれば、プロジェクト・メンバー同士で集まろうと

すればすぐに集まることができ（図 2b の「A3」は「A1」「A2」のそばまですぐに行け

る）、なおかつ、他のプロジェクトが仕事をしているところから遠く離れずにいるので、

偶然の出会いがあったり、他のプロジェクトのやりとりを見たり聞いたりできる（図

2b の「A1」と「B3」、「A2」と「C3」など）。かといって、他のプロジェクトのメンバ

ーとの接触が多すぎるわけでもない（図 2b の「A1」は「B3」とのみ接している）。 
 
 

B1 B2

B3

B1 B2

A1 C2 C3 B3 A3 C1

A2 B2 B3 A1 C3 C1 A1 A3 C3 C2

B1 C1 A3 A2 C2 A2

【a: 高密度】 【c: 低密度】

：他のプロジェクトのメンバーとのやりとり

：オフィス内の移動

A, B, Cの3つのプロジェクト。各プロジェクトに3名が所属（e.g., プロジェクトAにはA1, A2, A3が所属)。

【b: 中密度】

 

図 2： 空間密度による行動・コミュニケーションのパターンの変化 

 
 

4.2 理論的な貢献・実務上の示唆 

空間密度が行動・コミュニケーションに与える影響は既存のオフィス研究でも示唆さ

れてきたことではある。まず高密度の場合だが、一般に、自分の望む相互作用（他人か

らの割り込みや邪魔も含む）以上の相互作用がある場合にストレスの一種である「混み

合い感」を感じることになる（Altman, 1975）。そして、オフィス空間の密度が高いと、

「混み合い感」を感じるため仕事に集中できず、職場満足が低下することになる
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（Oldham and Rotchold, 1983; Oldham, 1988）。これはフェーズ 2 での話し合いに集中でき

ないという結果を支持している。 
次に低密度の場合だが、一般に、オフィスにおいてコミュニケーション相手との距離

が長くなるにつれて、コミュニケーションの頻度が減るとされている（Conrath, 1973）。
よって、空間の密度が低いと隣人との距離も遠くなるので、隣人とのコミュニケーショ

ンは減ってしまう（Szilagyi and Holland, 1980）。さらに、空間の密度が低すぎると隣人

との距離が遠くなりすぎてしまい、壁やパーティションで仕切られていなくても仕切ら

れている場合と同じような状況に陥ってしまう（Oldham, 1988）。 
そこで、仮に壁やパーティションで仕切られている場合について考えてみよう。ある

グループが他のグループと壁やパーティションで仕切られている場合、そのグループは

他のグループとコミュニケーションするのに余分な労力が必要となる。そのため、グル

ープ内のコミュニケーションが相対的に増えてしまう（Gullahorn, 1952）。このようなグ

ループ内での密なコミュニケーションはそのグループを凝集的なものへと発展させる

だろう（Festinger, Schachter, and Back, 1950）。事実、壁やパーティションで囲まれてい

るグループが独自の行動様式や規範を発達させたという事例は多い（e.g., Richards and 
Dobyns, 1957）。以上はフェーズ 3 で、凝集的なグループに分かれてしまったことを支持

している。 
しかし、ここで挙げたほとんどの研究が自由席化という点を考慮していない。自由席

化を考慮すると、空間密度の影響はより劇的だと考えられる。空間密度が高く、しかも

自由席ゆえによく知らない人が隣人になったりするとすると、そうでない場合よりも仕

事の邪魔だと感じることは多くなると考えられる。よく知らない人から自分の仕事ぶり

を間近で見られたり聞かれたりすると仕事に集中しにくいだろう。また、意図した人と

のコミュニケーションができないことは、仕事でのストレスをさらに助長するだろう。

一方、空間密度が低いと仕事の関連する者同士でぎゅっと集まってしまうので、自由席

化されてない場合に比べて他のグループとの距離が広がってしまうと考えられる。こう

なると、各グループがますます分断されてしまうことになるだろう。 
こう考えると、ノンテリトリアル・オフィスにおいてはこれまでのオフィス形態に比

べてオフィス空間の密度に一層の注意が必要である。幸い、オフィス空間の密度は計測

しやすい指標であり、マネジメントに生かしやすい。よって、オフィス空間の密度を注

視せよと言う提言は、ノンテリトリアル・オフィスのマネジメントを担当する立場の

方々から見ても示唆するところが大きいと考えられる。 
本研究で取り上げたのは 1 事例に過ぎないが、ある程度の一般化は可能だと考えられ

る。近年、組織内の行動やコミュニケーションをエージェント・ベースド・シミュレー

ションと呼ばれる新たな手法で分析しようという動きがある（桑嶋・高橋・玉田, 2004; 
高橋・桑嶋・玉田, 2006; 稲水, 2006）。Inamizu（2007）は空間の密度によってエージェ

ント（行為者）の行動やコミュニケーションのパターンがどのように変化するのかをシ
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ミュレートしている。そこでは、X 社の事例と符合するシミュレーション結果が示され

ている。 
もちろん、X 社の事例を解釈する上で注意しなければならない点がいくつかある。ま

ず、従業員の大幅な増えたため、互いによく知らないという人が増えた可能性がある。

また、会社が成長するにつれてプロジェクトが大規模化・長期化する傾向も見られた。

それゆえ、プロジェクトごとにまとまり、組織だって仕事をする必要性も出てきた。こ

れらの理由から、フェーズ 3 のような行動・コミュニケーションが見られたのかもしれ

ない。これ以外にも、十分に考慮されていない要素がある。例えば、稲水（近刊）は、

「地位・職種」や「仕事の負荷」、「オフィスへの適応期間」などの条件をコントロール

して研究を進めるべきだと主張している。この点、Fried et al. (2001)は、「地位・職種」

をコントロールした上でオープン・プランオフィスにおける空間密度の影響を分析して

おり、参考になるだろう。以上の要因を勘案し、空間密度が与える影響をより詳細に検

証していくことが必要である。 
 

5. 結論 

従来、オフィスをノンテリトリアル化すると 2 つの相反する行動・コミュニケーショ

ンのパターンが見られることが指摘されてきた。一つは「あちこち動き回り、様々な人

とコミュニケーションすること」で、もう一つは「仕事で関連するメンバー同士で集ま

り、密なやりとりをすること」である。前者では意図せざるコミュニケーションが、後

者では意図したコミュニケーションが重視されている。しかし、同じノンテリトリアル

形態のオフィスなのに、なぜこれら 2 つが観察されるのかは十分に明らかにされてこな

かった。そして、これら 2 つはどちらも重要なため、バランスをとる必要もある。しか

し、それを達成するためにどうすればいいのかは十分に分かっていないのが現状だった。 
 このような問題に対し、本研究における X 社の事例は「適切な空間密度」という重

要な示唆を与える。空間密度が高すぎると、仕事で関連するメンバーで集まりにくくな

る。場合によっては、意図せざる接触も多すぎてストレスを感じさせることになる。一

方、空間の密度が低すぎると、あちこち動き回らなくなってしまい、意図せざる出会い

やコミュニケーションが少なくなってしまう。 
既存のオフィス研究でも空間密度の影響は指摘されてきたが、これらの研究では自由

席化という要素を考慮していない。本研究は自由席化も考慮しており、その結果、ノン

テリトリアル・オフィスでは空間密度の影響がさらに大きくなることが示唆された。よ

って、空間の密度を注視することがノンテリトリアル・オフィスのマネジメントにおい

て重要となるといえる。ノンテリトリアル・オフィスに関する研究は始まったばかりで

あり、オフィス空間の密度に着目して研究を進めることは多くの知見をもたらしてくれ

ることだろう。 
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